







































































































(Partnerships for older peopleprojects : POPPs) 
を実施している。つまり、介護予防・生活支援が、
高齢者の自立的な生活を営むニーズを充足させ、
最終的には高齢者の医療費や介護費用を節減でき
るという目的をもって推進しているとみられる。
特に、一般高齢者から事例管理(ケースマネジメ
ント)が必要な対象者まで全の高齢者が包括的に
含まれ、低リスクレベルから高リスクレベルまで
のニーズを含む多様な予防サービスの活用を通し
て、サービスの提供を行っていることが特徴であ
る。
次に日本では、 2000年の介護保険制度の導入以
後、 2006年に本格的な介護予防制度を導入したが、
その背景として、持続的な高齢者人口や要介護認
定者の増加により、要支援者を含む要介護者の拡
大が予測されるとともに、財源調達の限界によっ
て介護保険制度の運営が不安定になることが指摘
されている。このため、介護予防という概念を導
入し、地域の虚弱な高齢者、つまり、二次予防事
業対象者を把握し、要介護状態にならないように
事前の対策を実施することは重要な意味を持って
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いる
日本の介護予防事業は、要介護状態に陥ること
を予防するために、その対象と支援内容を具体化
していることに特徴がある。具体的には、要介護
l及び要支援者に対する介護予防給付は、心身機
能の重度化の防止を目的とするための自立支援を
重視している。また、二次予防事業の対象を初期
に発見・対応することにより、要介護状態への進
展を防ぎ、遅延させると同時に、生活習慣病によ
る高齢性疾患の予防のための介護予防知識、情報
の支援が行われている。
高齢者の生活全体にアプローチする介護予防・
生活支援では、対象把握の具体化、様々な機関と
の連携などが重要であり、これまでの研究によっ
て、放置された虚弱な高齢者の増加による社会的
費用を予防的に抑制できることが指摘されている。
このような研究は、今後の韓国の介護予防・生
活支援の検討によって重要な意義を持っている。
第2章では、 l章の考察を踏まえ、 ICFの考え
方を参照して、韓国における高齢者福祉施策の支
援事業とその対象を分析し、課題を指摘した。
韓国の介護予防・生活支援体制は、地域保健福
祉サービスを中心にしており、その対象は、要支
援者に限定されていた。しかし、 ICFの生活機能
の概念を参照して韓国の高齢者福祉施策を分析し
た結果、介護予防・生活支援の体制には含まれて
いないが、福祉館や民間機関で実施している多様
なサービスがあり、それらには予防的機能が一部
含まれていた。また、地域の多くの民間機関では、
一般高齢者から生活保護受給する高齢者までを対
象として様々な支援が行われていた。
これに対して、保険公団と自治体は介護予防・
生活支援の実施主体ではあるが、それほど十分に
は支援が提供されていない状況にあった。また、
保健福祉サービスを提供している保健所、福祉館
でのサービス内容の多くが重なっていることが分
かった。
全体的に介護予防・生活支援をコントロールで
きる責任主体は、明確に提示されておらず、保険
公団と自治体を中心に調整・協力することになっ
ているが、情報提供の範囲に留められていた。ま
た、先行研究では、制度の仕組みの比較分析、要
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支援者の管理方法、調整・協力の必要性について
の研究はあるが、高齢者の実態調査やニーズ把握、
予防主体聞の調整・協力、介護予防・生活支援へ
の民間資源の活用についての研究は少ないことが
明らかになった。
第3章では、高齢者からみた地域保健福祉サー
ビス利用の現況やそのニーズの分析のために、第
2章(第2節)で検討した介護予防・生活支援の
機能を含む地域保健福祉サービスに関して、要支
援者以外の一般高齢者約400人を対象に調査を実施
した。
それによると、地域保健福祉サービスの利用は、
男性より女性が若干多く、回答者の約6割が前期
高齢者であった。また、一人暮らし高齢者や高齢
者のみ世帯が約9割であり、健康状態は普通以上
であった。現在の韓国の高齢化率や要介護の程度
は、日本より軽い状況にあるが、今回の調査では、
日本の二次予防対象に該当する高齢者が5割以上
あった。具体的に見ると、分析lでは、日本の二
次予防事業の対象把握のガイドラインに基づき分
析した結果、 2群(二次予防対象高齢者)が5割
以上であり、分析2では、 3群(軽度高齢者)が
5割以上であった。彼らは、アクセスしやすい福
祉館を主に利用しており、社会参加を通した余暇
活動や健康増進プログラムを利用する割合が高
かった。また、地域保健福祉サービスは自分自身
の介護予防につながり、そのニーズも高いことが
示され、このような介護予防・生活支援サービス
の利用により生活の肯定的な変化があると感じて
いることが分かつた。
以上のことから、介護予防・生活支援の施策の
構築にあたっては、まず、対象者の把握が必要で、
あり、生活機能だけではなく、高齢者の生活全体
にアプローチする取り組みを考える必要がある。
要支援者だけを予防の対象とすることは、事後的
な対応になってしまう。地域での介護予防・生活
支援に当たっては、すべての高齢者を対象に生活
機能やニーズの把握を行い、段階的・具体的に対
応しなければならないことが明らかになった。
第4章では、地域保健福祉サービスの実施体制
に関する分析のために、「保険公団JI自治体Jと
ともに、実際に支援が行われる「提供機関jの三
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つの機関の職員 (7名)を対象にインタビュー調
査を実施した。
韓国における介護予防・生活支援の実施体制は、
保険公団と自治体を中心になっており、地域保健
福祉サービスとの調整・協力を通して、できる限
り要支援者が要介護状態にならないように支援が
行われている。また、要支援者を対象に地域保健
福祉サービスによる支援が行われているが、サー
ビス利用基準の厳しさによって十分な支援には限
界が見られた。これは、自治体の予算が限定され
ているからであり、例えば、介護予防・生活支援
の主な支援であるドルボミ総合サービスは、生活
機能や所得基準によって提供の有無が決定されて
いる。
また、保険公団と自治体の調整・協力に当たっ
ては、両者とも、担当組織や運営人材が不十分で、
他の業務を兼務しているため、運営主体聞の体系
的・持続的な論議や調整などが十分で、きないこと
が分かつた。さらに、ほとんどの介護予防・生活
支援は、地域の民間機関が提供しているため、そ
の管理や持続的なモニタリングを保険公団や自治
体が行うことは非効率的であった。もちろん、全
体的な支援やサービスの管理・評価などは、自治
体が中心に実施すべきであるが、それぞれの対象
者に対する持続的な管理や予防サービスの開発、
モニタリングは、行政より民間の専門人材や資源
を活用する方が適切であると考えられる。
そして、サービス提供機関では、地域資源の調
整や福祉プログラム、在宅高齢者支援事業との調
整を通して支援することも少なからずあった。ま
た、地域を基盤とする介護予防・生活支援の定着
のためには、「接近性の強化JI実施主体聞の連携・
協力JI専門性の向上JI地域資源の積極的な活用」
の四つの構成要因が重要であることが明らかに
なった。
第5章では、以上の内容を踏まえ、韓国の介護
予防・生活支援システムがこれから取り組むべき
課題を明らかにした。その課題は、介護予防・生
活支援に基づくアプローチを採用し、「支援対象の
範囲」、「支援内容JI支援体制JI民間資源の活用」
に即した検討が必要である。
第lに、全体的な視点として、これまでのよう
博士学位請求論文要旨「韓国における介護予防・生活支援システムの構築に関する研究J/越美貞
な生活機能低下への対応だけではなく、予防の観
点からすべての高齢者を対象とし、高齢者の生活
全体にアプローチする介護予防・生活支援の方針
を採用する必要がある。第2に、そのことを踏ま
えて、介護予防・生活支援の対象の範囲を明確に
するチェックリストを作成する必要がある。第3
に、さまざまな地域保健福祉サービスの提供に際
して、対象別・機能別に支援内容を具体化する必
要がある。第4に、サービス提供体制の一元化の
ためには、これまでのように国レベルの公団と自
治体に分かれていた支援システムを統合し、自治
体を中心とするものに改める必要がある。特に、
虚弱な高齢者への支援にあたっては、邑面洞の機
能をより強化すべきである。第5に、資源の拡大
にあたっては、公的資金の確保とともに、地域内
のフォーマル・インフォーマル資源を活用するこ
とが必要になる。そのためには、地域の民間資源、
特に、福祉館やその他の民間団体の協力が得られ
るような枠組みが必要になるであろう。
終章では、本研究の意義及び残された研究課題
について述べた。
以上、本研究では、介護予防・生活支援の新た
なモデルと政策課題を明らかにするために、文献
研究、量的分析、質的分析を用いて実証分析を行っ
てきた。これまでの先行研究では、制度の仕組み
の比較分析、要支援者管理や改善に関する研究が
ほとんどであった。また、予防体制や支援につい
ては、要支援者の視点からの研究が多く、介護予防・
生活支援に当たって、高齢者の生活全体を捉える
視点が弱い側面があった。高齢者の生活実態に関
する簡単な統計調査や要支援者の実態調査もある
が、予防の視点から一般高齢者を対象とした実態
調査やニーズ把握まで議論範囲を広げた実証研究
はほとんどない。したがって、本研究では、高齢
者の立場ととともに、介護予防・生活支援にかか
わる関連機関の立場について総合的な視点からの
分析を行った。
なお、次のような幾つかの研究における限界も
ある。
まずは、研究対象者の限定である。本研究は、
韓国A市A区で保健福祉サービスを利用している高
齢者と、「保険公団JI自治体JI提供機関」の担当
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者を対象にしたため、すべての高齢者や介護予防・
生活支援体制の全体としての論議までは至ってい
ないことは、本研究の大きな限界と考えられる。
また、インタビュー対象者が三つの機関の担当者
1・2名であったため、実施体制全体としての意見
をたずねることができなかったことは研究の限界
として指摘しておきたい。
二つ目に、韓国の高齢者福祉施策の分析や高齢
者における視点として、 ICF概念を用いているが、
その以外も介護予防・生活支援に影響を及ぼす多
様な特性と支援を考え、具体的に示すことができ
なかった。
今後の研究の進め方としては、まず、韓国A市
A区のみならず、介護予防・生活支援の対象にな
るすべての高齢者における実態調査やニーズ把握
などの全体を視野に入れた論議を進めていきたい。
予防を必要とする高齢者層を一般化し、これらを
対象把握のための標準化された尺度の開発までつ
なげるためには、まず、韓国の高齢者に関する実
態把握が必要である。
また、介護予防・生活支援の対象者把握に当たっ
て制度的な根拠を明らかにするためには、標準化
された尺度を用いた研究が必要で、ある。本研究で
は日本の基本チェックリストを用いたが、このリ
ストでは心身機能や活動制限の項目が多くを占め
ている。韓国の高齢化率や介護度は、まだ日本よ
り低い状況であるため、心身機能中心より社会参
加の制約などの項目を具体化する必要がある。し
たがって、韓国の介護予防・生活支援の実情に合
わせて標準化された尺度の開発のための継続研究
を続けていきたい。
